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別紙２

○「宅地建物取引業法の解釈・運用の考え方について」（平成１３年国総動第３号）新旧対照表 （傍線の部分は改正部分）

改 正 後 改 正 前

第４６条第１項関係 第４６条第１項関係

１ 告示の運用について（昭和４５年建設省告示第１５５２号関係） １ 告示の運用について（昭和４５年建設省告示第１５５２号関係）

(1) 告示第二（宅地建物取引業者が売買又は交換の媒介に関して受け (1) 告示第一（宅地建物取引業者が売買又は交換の媒介に関して受け

ることのできる報酬の額）関係 ることのできる報酬の額）関係

① この規定は、宅地建物取引業者が宅地又は建物の売買又は交換 ① この規定は、宅地建物取引業者が宅地又は建物の売買又は交換

の媒介に関して受けることのできる報酬について依頼者のそれぞ の媒介に関して受けることのできる報酬について依頼者のそれぞ

れ一方から受けることのできる限度額を定めているものであり、 れ一方から受けることのできる限度額を定めているものであり、

依頼者の双方から報酬を受ける場合及び依頼者の一方のみから報 依頼者の双方から報酬を受ける場合及び依頼者の一方のみから報

酬を受ける場合のいずれにあっても依頼者のそれぞれ一方から受 酬を受ける場合のいずれにあっても依頼者のそれぞれ一方から受

ける報酬の額が当該限度額以下でなければならない。 ける報酬の額が当該限度額以下でなければならない。

② 「交換に係る宅地若しくは建物の価額」とは、交換に係る宅地 ② 「交換に係る宅地若しくは建物の価額」とは、交換に係る宅地

又は建物の適正かつ客観的な市場価格を指すものであり、その算 又は建物の適正かつ客観的な市場価格を指すものであり、その算

定に当たっては、必要に応じ不動産鑑定業者の鑑定評価を求める 定に当たっては、必要に応じ不動産鑑定業者の鑑定評価を求める

こととする。 こととする。

③ 「交換に係る宅地又は建物の価格に差があるとき」とは、交換 ③ 「交換に係る宅地又は建物の価格に差があるとき」とは、交換

差金が支払われる場合等交換に係る両方の物件の価額が異なるこ 差金が支払われる場合等交換に係る両方の物件の価額が異なるこ

とを指し、「これらの価額のうちいずれか多い価額」とは交換に とを指し、「これらの価額のうちいずれか多い価額」とは交換に

係る両方の物件の価額のうち、いずれか多い方を指す。 係る両方の物件の価額のうち、いずれか多い方を指す。

(2) 告示第三（宅地建物取引業者が売買又は交換の代理に関して受け (2) 告示第二（宅地建物取引業者が売買又は交換の代理に関して受け
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ることのできる報酬の額）関係 ることのできる報酬の額）関係

① 「第二の計算の方法により算出した額の２倍」とは、売買に係 ① 「第一の計算の方法により算出した額の２倍」とは、売買に係

る代金の額又は交換に係る宅地若しくは建物の価額（当該交換に る代金の額又は交換に係る宅地若しくは建物の価額（当該交換に

係る宅地又は建物の価額に差があるときは、これらの価額のいず 係る宅地又は建物の価額に差があるときは、これらの価額のいず

れか多い価額）を次表の左欄に掲げる金額に区分して、それぞれ れか多い価額）を次表の左欄に掲げる金額に区分して、それぞれ

の金額に同表の右欄に掲げる割合を乗じて得た金額を合計した金 の金額に同表の右欄に掲げる割合を乗じて得た金額を合計した金

額を指す。 額を指す。

200万円以下の金額 100分の10.5 200万円以下の金額 100分の10

200万円を超え400万円以下の金額 100分の8.4 200万円を超え400万円以下の金額 100分の8

400万円を超える金額 100分の6.3 400万円を超える金額 100分の6

② 「当該売買又は交換の相手方から報酬を受ける場合」とは、代 ② 「当該売買又は交換の相手方から報酬を受ける場合」とは、代

理行為とあわせて媒介的行為が行われる場合に代理の依頼者のほ 理行為とあわせて媒介的行為が行われる場合に代理の依頼者のほ

か売買又は交換の相手方からも報酬を受ける場合を指すものであ か売買又は交換の相手方からも報酬を受ける場合を指すものであ

り、その場合においては、代理の依頼者から受ける報酬の額と売 り、その場合においては、代理の依頼者から受ける報酬の額と売

買又は交換の相手方から受ける報酬の額の合計額が①の「第二の 買又は交換の相手方から受ける報酬の額の合計額が①の「第一の

計算方法により算出した金額の２倍」を超えてはならない。 計算方法により算出した金額の２倍」を超えてはならない。

(3) 告示第四（宅地建物取引業者が貸借の媒介に関して受けることの (3) 告示第三（宅地建物取引業者が貸借の媒介に関して受けることの

できる報酬の額）関係 できる報酬の額）関係

① 前段の規定は宅地建物取引業者が宅地又は建物の貸借の媒介に ① 前段の規定は宅地建物取引業者が宅地又は建物の貸借の媒介に

関して受けることのできる報酬について、その合計額の限度額の 関して受けることのできる報酬について、その合計額の限度額の

みを定めたものであり、貸借の媒介に関しては、売買又は交換の みを定めたものであり、貸借の媒介に関しては、売買又は交換の

媒介と異なり、依頼者のそれぞれ一方から受ける報酬の額、割合 媒介と異なり、依頼者のそれぞれ一方から受ける報酬の額、割合

等については特段の規制はない。（したがって報酬の合計額がこ 等については特段の規制はない。（したがって報酬の合計額がこ

の限度額内であれば依頼者の双方からどのような割合で報酬を受 の限度額内であれば依頼者の双方からどのような割合で報酬を受

けてもよく、また、依頼者の一方のみから報酬を受けることもで けてもよく、また、依頼者の一方のみから報酬を受けることもで

きる。） きる。）
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② 「宅地又は建物の通常の借賃」とは、当該宅地又は建物が賃貸 ② 「宅地又は建物の通常の借賃」とは、当該宅地又は建物が賃貸

借される場合に通常定められる適正かつ客観的な賃料を指すもの 借される場合に通常定められる適正かつ客観的な賃料を指すもの

であり、その算定に当たっては、必要に応じて不動産鑑定業者の であり、その算定に当たっては、必要に応じて不動産鑑定業者の

鑑定評価を求めることとする。 鑑定評価を求めることとする。

③ 後段の規定は、居住の用に供する建物の賃貸借の媒介に関して ③ 後段の規定は、居住の用に供する建物の賃貸借の媒介に関して

宅地建物取引業者が受けることのできる報酬について、前段に規 宅地建物取引業者が受けることのできる報酬について、前段に規

定する報酬額の合計額の範囲内において依頼者の一方から受ける 定する報酬額の合計額の範囲内において依頼者の一方から受ける

ことのできる限度額を定めているものであり、依頼者の承諾を得 ことのできる限度額を定めているものであり、依頼者の承諾を得

ている場合を除き、依頼者の双方から報酬を受ける場合のいずれ ている場合を除き、依頼者の双方から報酬を受ける場合のいずれ

かにあっても依頼者の一方から受ける報酬の額が当該限度額以下 かにあっても依頼者の一方から受ける報酬の額が当該限度額以下

でなければならない。 でなければならない。

④ 「居住の用に供する建物」とは、専ら居住の用に供する建物を ④ 「居住の用に供する建物」とは、専ら居住の用に供する建物を

指すものであり、居住の用に供する建物で事務所、店舗その他居 指すものであり、居住の用に供する建物で事務所、店舗その他居

住以外の用途を兼ねるものは含まれない。 住以外の用途を兼ねるものは含まれない。

⑤ 「当該媒介の依頼を受けるに当たって当該依頼者の承諾を得て ⑤ 「当該媒介の依頼を受けるに当たって当該依頼者の承諾を得て

いる場合」とは、当該媒介の依頼を受けるに当たって、依頼者か いる場合」とは、当該媒介の依頼を受けるに当たって、依頼者か

ら借賃の１月分の０．５２５倍に相当する金額以上の報酬を受け ら借賃の１月分の２分の１に相当する金額以上の報酬を受けるこ

ることについての承諾を得ている場合を指すものであり、その場 とについての承諾を得ている場合を指すものであり、その場合に

合においては、依頼者から受ける報酬の合計額が借賃の１月分の おいては、依頼者から受ける報酬の合計額が借賃の１月分に相当

１．０５倍に相当する金額を超えない限り、当該承諾に係る依頼 する金額を超えない限り、当該承諾に係る依頼者から受ける報酬

者から受ける報酬の額、割合等については特段の規制はない。 の額、割合等については特段の規制はない。

なお、この依頼者の承諾は、宅地建物取引業者が媒介の依頼を なお、この依頼者の承諾は、宅地建物取引業者が媒介の依頼を

受けるに当たって得ておくことが必要であり、依頼後に承諾を得 受けるに当たって得ておくことが必要であり、依頼後に承諾を得

ても後段に規定する承諾とはいえず、後段の規制を受けるもので ても後段に規定する承諾とはいえず、後段の規制を受けるもので

ある。 ある。

(4) 告示第五（宅地建物取引業者が貸借の代理に関して受けることの (4) 告示第四（宅地建物取引業者が貸借の代理に関して受けることの
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できる報酬の額）関係 できる報酬の額）関係

「当該貸借の相手方から報酬を受ける場合」とは、代理行為とあ 「当該貸借の相手方から報酬を受ける場合」とは、代理行為とあ

わせて媒介的行為が行われる場合に代理の依頼者のほか賃借の相手 わせて媒介的行為が行われる場合に代理の依頼者のほか賃借の相手

方からも報酬を受ける場合を指すものであり、その場合においては 方からも報酬を受ける場合を指すものであり、その場合においては

、代理の依頼者から受ける報酬の額と、貸借の相手方から受ける報 、代理の依頼者から受ける報酬の額と、貸借の相手方から受ける報

酬の額の合計額が、借賃の１月分の１．０５倍に相当する金額を超 酬の額の合計額が、借賃の１月分に相当する金額を超えてはならな

えてはならない。 い。

(5) 告示第六（権利金の授受がある場合の特例）関係 (5) 告示第五（権利金の授受がある場合の特例）関係

① この規定は、居住の用に供する建物の賃貸借の代理又は媒介に ① この規定は、居住の用に供する建物の賃貸借の代理又は媒介に

関して依頼者から受ける報酬の額については適用されない。 関して依頼者から受ける報酬の額については適用されない。

② 「権利金」とは、名義の如何を問わず、権利設定の対価として ② 「権利金」とは、名義の如何を問わず、権利設定の対価として

支払われる金銭であって、返還されないものをいい、いわゆる権 支払われる金銭であって、返還されないものをいい、いわゆる権

利金、礼金等賃貸借契約終了時に賃貸人から賃借人に返還されな 利金、礼金等賃貸借契約終了時に賃貸人から賃借人に返還されな

い金銭はこれに該当するが、いわゆる敷金等賃貸借契約終了時に い金銭はこれに該当するが、いわゆる敷金等賃貸借契約終了時に

賃貸人から賃借人に返還される金銭はこれに該当しない。 賃貸人から賃借人に返還される金銭はこれに該当しない。

(6) 告示第七（告示第二から第六までの規定によらない報酬の受領の (6) 告示第六（告示第一から第五までの規定によらない報酬の受領の

禁止）関係 禁止）関係

① 宅地建物取引業者は、告示第二から第六までの規定によるほか ① 宅地建物取引業者は、告示第一から第五までの規定によるほか

は依頼者の依頼によって行う広告の料金に相当する額を除き報酬 は依頼者の依頼によって行う広告の料金に相当する額を除き報酬

を受けることはできない。 を受けることはできない。

したがって、告示第二から第六までの規定による報酬及び依頼 したがって、告示第一から第五までの規定による報酬及び依頼

者の依頼によって行う広告の料金に相当する額以外にいわゆる案 者の依頼によって行う広告の料金に相当する額以外にいわゆる案

内料、申込料や依頼者の依頼によらずに行う広告の料金に相当す 内料、申込料や依頼者の依頼によらずに行う広告の料金に相当す

る額の報酬を受領することはできない。 る額の報酬を受領することはできない。

② この規定には、宅地建物取引業者が依頼者の特別の依頼により ② この規定には、宅地建物取引業者が依頼者の特別の依頼により

行う遠隔地における現地調査等に要する費用に相当する額の金銭 行う遠隔地における現地調査等に要する費用に相当する額の金銭
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を依頼者から提供された場合にこれを受領すること等依頼者の特 を依頼者から提供された場合にこれを受領すること等依頼者の特

別の依頼により支出を要する特別の費用に相当する額の金銭で、 別の依頼により支出を要する特別の費用に相当する額の金銭で、

その負担について事前に依頼者の承諾があるのものを別途受領す その負担について事前に依頼者の承諾があるのものを別途受領す

ることまでも禁止する趣旨は含まれていない。 ることまでも禁止する趣旨は含まれていない。

２ 複数の宅地建物取引業者が介在する媒介について ２ 複数の宅地建物取引業者が介在する媒介について

(1) 複数の宅地建物取引業者が一個の宅地又は建物の売買又は交換（ (1) 複数の宅地建物取引業者が一個の宅地又は建物の売買又は交換（

以下「一個の売買等」という。）の媒介をしたときは、その複数の 以下「一個の売買等」という。）の媒介をしたときは、その複数の

宅地建物取引業者が依頼者の一方から受領する報酬額の総額が告示 宅地建物取引業者が依頼者の一方から受領する報酬額の総額が告示

第二の計算方法により算出した金額以内でなければならない。 第一の計算方法により算出した金額以内でなければならない。

(2) 複数の宅地建物取引業者が一個の売買等の代理又は代理及び媒介 (2) 複数の宅地建物取引業者が一個の売買等の代理又は代理及び媒介

をしたときは、その複数の宅地建物取引業者が受領する報酬額の総 をしたときは、その複数の宅地建物取引業者が受領する報酬額の総

額が告示第二の計算方法により算出した金額の２倍以内でなければ 額が告示第一の計算方法により算出した金額の２倍以内でなければ

ならない。 ならない。

３ 双方に代理人が立つ場合の報酬について ３ 双方に代理人が立つ場合の報酬について

宅地建物取引業者が宅地又は建物の売買、交換又は貸借の代理又は媒 宅地建物取引業者が宅地又は建物の売買、交換又は貸借の代理又は媒

介に関して受けることのできる報酬の額は、法第４６条第１項の規定に 介に関して受けることのできる報酬の額は、法第４６条第１項の規定に

基づき国土交通大臣が定めているが、これは取引物件一件についての報 基づき国土交通大臣が定めているが、これは取引物件一件についての報

酬の額であるので、売買等の当事者の双方が別々の宅地建物取引業者に 酬の額であるので、売買等の当事者の双方が別々の宅地建物取引業者に

代理又は媒介を依頼した場合には、双方の代理人の受ける報酬の額の合 代理又は媒介を依頼した場合には、双方の代理人の受ける報酬の額の合

計が、国土交通大臣の定める額を限度とするものでなければならない。 計が、国土交通大臣の定める額を限度とするものでなければならない。

４ 定期建物賃貸借の再契約に関して受けることのできる報酬の額につい ４ 定期建物賃貸借の再契約に関して受けることのできる報酬の額につい

て て

定期建物賃貸借の再契約に関して宅地建物取引業者が受けることので 定期建物賃貸借の再契約に関して宅地建物取引業者が受けることので

きる報酬についても、新規の契約と同様に昭和４５年建設省告示の規定 きる報酬についても、新規の契約と同様に昭和４５年建設省告示の規定

が適用されることとなる。 が適用されることとなる。

５ 消費税の免税事業者の仕入れに係る消費税の円滑かつ適正な転嫁につ ５ 消費税の免税業者の仕入れに係る消費税の円滑かつ適正な転嫁につい
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いて て

免税事業者については、報酬告示第二から第六までの規定に準じて算 免税業者については、報酬告示第一から第五までの規定に関わらず、

出した額（課税事業者が受けることのできる報酬の額であって、宅地又 仕入れに係る消費税等相当額をコスト上昇要因として価格に転嫁するこ

は建物の売買等の媒介又は代理に係る消費税額及び地方消費税額の合計 とができる。この場合、免税業者が請求することができる報酬額は、報

額に相当する額（以下「消費税等相当額」という。）を含むものをいう 酬告示第一から第五までの規定により算出された額の１．０２５倍を限

。）に１０５分の１００を乗じて得た額（以下「税抜金額」という。） 度とする。

に、仕入れに係る消費税等相当額をコスト上昇要因として価格に転嫁す なお、当該転嫁される金額は報酬額の一部となるものであって、この

ることができる。この場合、仕入れに係る消費税等相当額は、税抜金額 金額を消費税及び地方消費税額として別途受け取るものではない。

の０．０２５倍を限度とする。

なお、当該転嫁される金額は報酬額の一部となるものであって、この

金額を消費税及び地方消費税として別途受け取るものではない。

６ 不動産取引に関連する他の業務に係る報酬について ６ 不動産取引に関連する他の業務に係る報酬について

宅地建物取引業者が、「第三十四の二関係７」に従って、媒介業務以 宅地建物取引業者が、「第三十四の二関係７」に従って、媒介業務以

外の不動産取引に関連する業務を行う場合には、媒介業務に係る報酬と 外の不動産取引に関連する業務を行う場合には、媒介業務に係る報酬と

は別に当該業務に係る報酬を受けることができるが、この場合にも、あ は別に当該業務に係る報酬を受けることができるが、この場合にも、あ

らかじめ業務内容に応じた料金設定をするなど、報酬額の明確化を図る らかじめ業務内容に応じた料金設定をするなど、報酬額の明確化を図る

こと。 こと。

その他の留意すべき事項 その他の留意すべき事項

１ （略） １ （略）

２ 消費税等相当額の扱いについて ２ 消費税額の扱いについて

法第３２条、第３８条、第３９条、第４１条及び第４１条の２等の規 法第３２条、第３８条、第３９条、第４１条及び第４１条の２等の規

定の適用に当たっては、売買、賃借等につき課されるべき消費税等相当 定の適用に当たっては、売買、賃借等につき課されるべき消費税額につ

額については、「代金、借賃等の対価の額」の一部に含まれるものとし いては、「代金、借賃等の対価の額」の一部に含まれるものとして取り

て取り扱うものとする。なお、割賦販売については、法第３５条第２項 扱うものとする。なお、割賦販売については、法第３５条第２項の規定

の規定に基づき、現金販売価額と割賦販売価額が区分されている場合で に基づき、現金販売価額と割賦販売価額が区分されている場合で、契約

、契約書に分割支払に係る利子額を記載したときは、その利子の額につ 書に分割支払に係る利子額を記載したときは、その利子の額については
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いては、非課税となる。 、非課税となる。

また、法第３７条第１項第３号又は第２項第２号の規定により、宅地 また、法第３７条第１項第３号又は第２項第２号の規定により、宅地

建物取引業者は、契約を締結したときは、遅滞なく、「代金の額」又は 建物取引業者は、契約を締結したときは、遅滞なく、「代金の額」又は

「借賃の額」を記載した書面を交付しなければならないこととされてい 「借賃の額」を記載した書面を交付しなければならないこととされてい

るが、消費税等相当額は、代金、借賃等の額の一部となるものであり、 るが、消費税は、代金、借賃等の額の一部となるものであり、かつ、代

かつ、代金、借賃に係る重要な事項に該当するので、「代金の額」又は 金、借賃に係る重要な事項に該当するので、「代金の額」又は「借賃の

「借賃の額」の記載に当たっては、「当該売買、貸借等につき課される 額」の記載に当たっては、「当該売買、貸借等につき課されるべき消費

べき消費税等相当額」を明記することとなる。また、交換については、 税額」を明記することとなる。また、交換については、「交換差金の額

「交換差金の額」に関する事項として、「当該交換につき課されるべき 」に関する事項として、「当該交換につき課されるべき消費税額」を明

消費税等相当額」を明示することとなる。同様に、法第３４条の２第１ 示することとなる。同様に、法第３４条の２第１項第５号又は法第３４

項第５号又は法第３４条の３の規定により、媒介又は代理契約を締結し 条の３の規定により、媒介又は代理契約を締結したときは、遅滞なく「

たときは、遅滞なく「報酬に関する事項」を記載した書面を交付しなけ 報酬に関する事項」を記載した書面を交付しなければならないこととさ

ればならないこととされているが、その記載に当たっては、当該報酬の れているが、その記載に当たっては、当該報酬につき課されるべき消費

額に含まれる消費税等相当額に関する事項についても記載することとな 税に関する事項についても記載することとなる。

る。 なお、譲渡、賃貸等に課されるべき消費税の額は、法第４７条第１号

なお、譲渡、賃貸等に課されるべき消費税等相当額は、法第４７条第 の重要な事項に該当することとなるので、宅地若しくは建物の売買、交

１号の重要な事項に該当することとなるので、宅地若しくは建物の売買 換又は貸借の各当事者に対して故意に事実を告げず、又は不実のことを

、交換又は貸借の各当事者に対して故意に事実を告げず、又は不実のこ 告げた場合には、法第４７条違反となる。

とを告げた場合には、法第４７条違反となる。

また、消費税法第６３条の２の規定により、不特定多数の一般消費者

に対して物件価格、賃料等を表示する場合は、譲渡、賃貸等に係る消費

税等相当額を含んだ額を表示しなければならないことに留意すること。

３～５ （略） ３～５ （略）


